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〔論文〕

企業倫理と 計（Ⅱ）会

佐藤康男
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（１）経団連の企業倫理への取り組み

経団連は戦後の1946年にいくつかの団体の連合

としてスタートしたが，５２年に再編成がなされ，

現在では財界四団体のひとつとして，主として経

済問題について会員の意見をまとめて政府や国会

に建議している。それでは，経団連がなぜ企業倫

理についてこうした行動憲章を発表することになっ

たのであろうか。日本の財界を代表する他の三つ

の団体のうち，日本商工会議所は地方の商工会議

所の中央機関である。各地の商工会議所の会員は

規模や業種に関係ないので，むしろ地方都市の地

場産業と中小企業の経営者がメンバーとなってい

る。また，やはり同じ46年にスタートした経済同

友会は，大企業の個人会員からなっている組織で

ある。そして，もうひとつの団体である日経連

(日本経営者団体連盟）は地方別経営者団体と業

種別経営者団体から構成されており，主として労

働問題を扱っている。つまり，資本家側の団体で

あり，労働者側と対時している。

これからわかるように，わが国を代表する財界

の四団体のうち，企業倫理の問題をとりあげるの

は経団連がもっとも適切な組織なのである。しか

し，経団連がこうした憲章を発表することによっ

て，日本企業はそこに示されている内容を遵守す

るであろうか。残念ながら，経団連は大企業を会

員とする組織であり，そこで制定された憲章に違

反しても法的な処罰を受けないので，その効果は

期待できない。それは新しい行動憲章が発表され

た後でも，総会屋への利益供与事件，インサイダー

取引，銀行頭取らの背任容疑事件などが相次いで

起きていることからも明らかである。しかも，会

員企業がこうした経営倫理に反した不祥事を引き

起こした場合には，経団連会長が招集する懲罰委

員会で除名などの処分を検討することになってい

るが，そのような気配はまったく感じられない。

2．日本における企業倫理

これまでは主としてアメリカにおける企業倫理

の研究および実施状況を述べてきたので，ここで

は日本における企業倫理の現状について明らかに

したい。日本における企業倫理の研究および議論

は，不祥事が発生したときには盛んになるが，時

間が過ぎるにつれて忘れられてしまうという繰り

返えしである。また，欧米からの圧力による進展

も否定できない。
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たしかに，経団連は総会屋関連の不祥事を引き

起こした野村証券と第一勧業銀行に対して，１年

間の会員活動自粛を求める処分を決定したが，除

名処分ではなかった。周知のように，この事件で

は両社の複数のトップレベルが逮捕され，現在係

争中であるが有罪は確実視されている。したがっ

て，これらの不祥事に対して除名処分がなされな

ければ，今後もあり得ないといえよう。経団連は

この処分でも異例で，重大であると述べているが，

いわゆる「海の家」問題で総会屋への利益供与を

行った大企業のトップは依然として経団連の要職

にある。これからみても，経団連という財界の任

意団体によってわが国の企業の経営倫理が急速に

改善されるとは考えにくい。

すでに述べたように米国における経営倫理への

取り組み方で，わが国と根本的に異なるのは政府

の介入である。米連邦政府は1991年から「連邦量

刑ガイドライン」を企業に適用し始めた。このガ

イドラインは企業が違法行為を行って裁判で有罪

になった場合，裁判官はどのような基準で罰金を

科すかの原則を示している。また，そのような場

合，企業内部にあらかじめ違法行為の防止・発見

のための内部プログラムが策定されていれば，罰

金は大幅に減額されるようになっている。逆にい

えば，そのような内部プログラムがない場合には

多額の罰金が科されることになるので，企業に対

してそうしたプログラムの策定を奨励している。

さて，米政府は内部プログラムがどのような内

部であれば，有効である力､の基準も設定している。

それによれば，

（１）不正防止のために基準や手続きを明文化

する

（２）法令遵守の統括責任者を置く

（３）違法行為に走りがちな社員の裁量権を制

限する

（４）報復を恐れずに不正を報告できる制度を

整えるなど，不正を発見するための監視制度

を整備する

（５）違反者に対する懲戒制度を導入する

このような米国政府の「連邦量刑ガイドライン」

の設定は，行政の司法への介入であるとの批判を

受けるかもしれない。しかし，このガイドライン

の作成は，米国における刑事裁判制度改革の－還

であり，裁判における量刑決定を行政機関に帰属

させることにより，産業界における経営倫理の撤

底を促進するためであった。企業倫理の管理は現

在のところ米国企業が他の国々よりも抜きん出て

いるために，米国企業の倫理綱領がグローバル・

スタンダードになろうとしている。たしかに，わ

が国では政府がこうした問題に介入することには

大きな抵抗があるかもしれない。しかし，これま

での商法違反事件に関する裁判の長期化と量刑の

不透明さは一般国民の目からみても割り切れない

ものがある。

裁判によって，たとえ有罪となっても，企業は

その社員を経済面で支援するのが常であったし，

総会屋への利益供与や談合問題などは一般的な刑

（２）米国政府の「避刑ガイドライン」

それでは，経営倫理に関しては世界の先進国と

されている米国では，どのようにこの問題に対処

してきたのであろうか。米国では国防産業での不

正契約の問題を機にさまざまな議論がなされ，２０

年もの歳月をかけて企業倫理の考え方が確立され

てきたが，わが国と根本的に異なるのは政府が関

与したという点である(1)。

米国で企業倫理の管理が重視され始めた理由に

はつぎの二つがある。第１は企業のステイーク・

ホルダーである株主・顧客・納入業者・従業員・

地域社会・監督当局など，利害が相反する当事者

間で長期的な信頼関係を築くことが企業の発展の

ためには必要であるという論拠にもとづいている。

たとえば，企業が不正契約をしたり，公害対策を

十分にしていなかったりすれば，株主・顧客・地

域社会から見放され，結果として資金調達コスト

の増大や売上高の減少をもたらすであろう。また，

企業が社会的に非難を浴びることになれば，従業

員もより良い企業に移ることを選択するかもしれ

ない。

倫理管理が重視される第２の理由は，米国では

企業が不正行為をした場合に非常に多額の罰金が

科されるために，あらかじめ内部管理プログラム

を策定しておくことによって裁判官の心証をよく

しようとする。米国の企業法のもとでは，従業員

が不正行為をしても，企業の責任が問われること

もある(2)。
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事罰と比較すると軽いものとみなされ，たまたま

その職務にいたときに摘発された不運なケースと

みられている。したがって，わが国では米風のよ

うに不正行為に対する多額の罰金や重い量刑が倫

理管理を促進させる要因とはなっていない。しか

し，総会屋への利益供与のような商法違反事件は

裁判の結果はどうであれ，会社に損害を与えるこ

とになるので，株主代表訴訟の対象となる。この

裁判でも，まだわが国では多額な賠償を求める確

定した判例がないので，これが企業倫理の促進剤

となるかどうかは不明である。この株主代表訴訟

は93年施行の改正商法によって手数料が￣律

8,200円に引き下げられたことから，一躍注目さ

れることになり訴訟案件も増加した。しかし，こ

れも企業に損害を与えた経営陣を訴えるという本

来の趣旨を逸脱した内容も含まれていることから，

見直しがなされている。

それでは，このような不正行為に対して米国の

ような政府主導の量刑ガイドラインをわが国でも

設定すべきであろうか。私見を述べるならば，こ

うした政府のガイドラインはわが国にはなじまな

い。したがって，現実の裁判における判例を待つ

しかないが，このような企業倫理に関する裁判は

長期にならないような方策が必要であり，当該企

業がその後どのような防止策一内部管理プロ

グラムーをとっているかを，量刑に反映すべ

きであろう。今日，わが国の企業は談合問題を含

むさまざまな不正行為を繰り返えし起こしている

のが現状であり，そのたびに経営トップは再発防

止を唱えているが，内部チェック機能が果たされ

ているかどうかは疑問である。

また，後述するように日本企業の倫理綱領は米

国企業のようなものではなく，伝統的に日本の会

社の多くがもっていた社是あるいは社訓の域を出

ていない。したがって，倫理規定はもっていない

ので，違反者を罰することはできない。あくまで

も，商法や証券取引法に違反した場合，裁判によっ

て罰せられる制度になっている。

行っているが，その主な経過はつぎのようになっ

ている。

1973年５月 企業の社会的責任についての提言；

｢福祉社会を支える経済とわれわ

れの責任」

企業の社会性部会報告轡；「企業

と社会の新しい関係を求めて」

「企業倫理に関する中間報告」を

発表

「経団連企業行動憲章」を発表

「企業倫理・企業行動についての

アンケート調査」を実施

新しい「企業行動憲章」を発表

1976年３月

1989年４月

1991年９月

1996年10月

1996年12月

経団連の企業行動憲章は91年に発表された「経

団連企業行動憲章」と96年の新憲章の二つである

が，前者は15原則，後者は10原則と「実行の手引

き」から成っている。９１年の企業行動憲章は金融

証券界における不正融資や損失補てんなどの不祥

事に危機をつのらせた経団連が策定したものであ

る。しかし，その後も高島屋の総会屋への利益供

与という商法違反事件，大和銀行や住友商事の巨

額損失事件など相次いだ。こうした事態を憂慮し

て96年の憲章改正がなされ，罰則規定も導入さ

れた。

９１年に制定された企業行動憲章は，（１）企業

の社会的役割を果たす７原則，（２）公正なルー

ルを守る５原則，（３）経営トップの責務３原則，

から成っている。これらの原則は企業倫理全般に

わたるものであるが，これらに違反しても罰則は

ない。９６年に発表された経団連企業行動憲章を以

下に掲げることにしよう(3)。

経団連企業行動憲章

企業は，公正な競争を通じて利潤を追求すると

いう経済的主体であると同時に，広く社会にとっ

て有用な存在であることが求められている。その

ため企業は，次の10原則に基づき，国の内外を問

わず，全ての法律，国際ルールおよびその精神を

遵守するとともに社会的良識をもって行動する。

１．社会的に有用な財，サービスを安全性に十

分配慮して開発，提供する。

（３）経団連企業行動憲章

経団連（経済団体連合会）は部門別・業種別の

経済団体であり，団体と法人会員から成っている。

経団連はこれまで企業倫理・企業行動への提案を
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２．公正，透明，自由な競争を行う。また，政

治，行政との健全かつ正常な関係を保つ。

３．株主はもとより，広く社会とのコミュニケー

ションを行い，企業情報を積極的かつ公正に

開示する。

４．環境問題への取り組みは企業の存在と活動

に必須の要件であることを認識し，自主的，

積極的に行動する。

５．「良き企業市民」として，積極的に社会貢

献活動を行う。

６．従業員のゆとりと豊かさを実現し，安全で

働きやすい環境を確保するとともに，従業員

の人格，個性を尊重する。

７．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社

会的勢力および団体とは断固として対決する。

８．海外においては，その文化や慣習を尊重し，

現地の発展に貢献する経営を行う。

９．経営トップは，本憲章の精神の実現が自ら

の役割であることを認識し，率先垂範の上，

関係者への周知徹底と社内体制の整備を行う

とともに，倫理観の酒養に努める。

10.本憲章に反するような事態が発生したとき

には，経営トップ自らが問題解決にあたり，

原因究明，再発防止に努める。

また，社会への迅速かつ的確な情報公開を

行うとともに，権限と責任を明確にした上，

自らを含めて厳正な処分を行う。

ある。

経団連は上掲の10原則からなる企業行動憲章を

遵守するために，より具体的なリアクション・プ

ランの例などを示した「経団連企業行動憲章実行

の手引き」も発布している。これは，それぞれの

原則（憲章項目）が制定された背景，基本的な心

構え・姿勢，具体的なリアクション・プランの例

から構成されている。たとえば，第２の原則ある

いは憲章の具体的アクション・プランの例として，

独占禁止法遵守マニュアルの作成と，それを社内

にどのように周知徹底させるか，贈賄や違法な政

治献金，利益供与を決して行わないこと，官僚出

身者の受入れに対する姿勢，虚礼自粛，多角的自

由貿易体制の支持，などが掲げられている。

また，最後の第10番目の原則あるいは憲章の具

体的リアクション・プランの例として，本憲章に

違反した場合には，「会員は，なるべく速やかに

経団連にその内容等について報告を行う。その際，

経団連の会員資格，役員，委員長等についても適

宜，自己の判断で申し出ることが望ましい」とし，

さらに「経団連では必要に応じ，定款１２条委員会

を設け，委員会は上記を参考にして，あるいは同

委員会の判断で，会員から事情を聴取しう経団連

としての対応策を会長に具申する」としている。

ここでいう経団連定款12条とは，会員企業によ

る定款その他の規則違反，または経団連の名誉を

段損する行為があった場合の会員資格の喪失一

除名を含む－に関する規定である。

９１年に発表された憲章と96年の新しいそれとを

比較すると，それぞれの項目については大きな違

いはない。ただ，後者は10原則に加えて「実行の

手引き」で上述したように具体的なアクション・

プランの例が示されている。しかし，こうした経

団連のような経済団体の企業行動憲章は最大の罰

則規定でも会員除名であるが，不祥事の当事者は

企業トップの座を退いた時点で会員資格や役員を

辞退する。しかし，法人それ自体は依然として会

員であり続けるわけであるから実態は変わりは

ない。

先般，野村証券と第一勧業銀行が総会屋親族へ

の利益供与でマスコミを賑わしたが，経団連が逮

捕された野村証券の元社長や取締役に対して上述

の定款12条の規定にしたがって懲罰を行うとは考

経団連がこのような新しい企業行動懲章を宣言

することになった背景として，つぎの六つの理由

をあげている。第１は戦後の高度経済成長を支え

てきた経済社会システムの改革が求められている

こと，第２は企業のグローバル化によって，企業

行動を世界的視野から見直す必要があること，第

３は高度情報通信ネットワーク社会の進展により

新しいタイプの企業倫理の問題が生じていること，

第４は自然保護，地球環境保全，社会貢献を経営

の中に積極的に組み込む時代になっていること，

第５はＰＬ法や株主代表訴訟制度に関する商法の

改正により，企業の自己責任の強化や透明`性が求

められていること，第６は規制緩和の進展に伴い，

これまで公的部分が担うとされてきた役割も積極

的に事業活動に取り入れね必要があること，で
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えられない。第７憲章に示された「反社会的勢力

および団体である」総会屋グループに資金を貸し

付けた第一勧業銀行の場合も同様である。

たしかに．日本を代表する一流企業のトップ経

営者からなる団体が，企業のグローバル化にとも

なって日本企業の異質に気付き，世界に通用する

企業行動をめざそうという気構えをみせたことは

評価できるかもしれない。しかし，このような企

業倫理のような規定は，米国のように個々の企業

が制定して社員に周知徹底させなければ効果は期

待できない。企業内のペナルティこそ，従業員に

とってもっとも致命的だからである。

よって設立された国際会計基準委員会（Inter-

nationalAccountingStandardsCommitee，ＩＡＳ 

Ｃ）が出発点となっている。四半世紀を経た現在，

加盟国は80数か国となっている。最終的な目標は

財務諸表の作成にあたって準拠すべき基準を設

定し，それを加盟国に遵守させる国際会計基準

(IAS）の設定である。

ＩＡＳＣはこれまでいくつかの趣意書あるいは意

見轡を公表してきたが，設立後四半世紀を経た現

在でも最終目標は達成されていない。たしかに，

現在の先進諸国の会計はドイツ，フランス，イタ

リア，スイス，スウェーデンおよび日本などがベー

スとしているコンチネンタル型と，イギリス，ア

メリカ，カナダ，オーストラリアなどが採用して

いるアングロ・サクソン型の二つがあり，それら

の諸国の対立があるので容易に調整できない背景

がある。しかし，今日の国際会計基準の方向がア

ングロ・サクソン型に傾いているのは，経済大国

アメリカの意向が反映されているとはいえ，数年

のうちに先進諸国の会計システムはそれに収散さ

れることになるだろう。

この４月にスタートしたわが国のビッグバンを

みても明らかなように，金融・証券業務の領域で

もグローバルスタンダード化は進展しつつある。

このような波は本稿のテーマである倫理基準にも

押し寄せている。すなわち，米国を中心として経

営倫理でもグローバルスタンダードである「国際

経営倫理基準」を作成しようとする気運が高まっ

ていることである。ただ，上述した国際会計基準

と異なるのは，ここでは官民が一致協力して行な

おうとしていることである。

国際会計基準を作成しようとしているIASCは

各国の職業会計士団体に所属するメンバーかが母

体となっているので強制力をもたないプライベー

ト・セクターである。すでに述べたコンチネンタ

ル型会計をベースとしている国はパブリック・セ

クターで会計問題を決定する場合が多いのに対し

て－たとえば，わが国の企業会計審議会－，

アングロ．サクソン型会計を採用している諸国は

プライベート・セクターで会計原則一たとえ

ば，アメリカはＦＡＳＢ－などが協議される。

そして，現在のＩＡＳＣはアングロ・サクソン主導

によってなされているので各国の政府は関与して

（１）この部分についてはつぎの記事にもとづいて

いる。日本経済新聞，1997年10月10日付のＷ、Ｍ、

スウェンソン（米連邦世刑委員会元委員）の論稿。

（２）米国では70年代のロッキード事件などを機に

２０年ほど前から国内法で贈賄を犯した企業を厳し

く処罰するようになった。しかし，アジアや中南

米の発展途上国では，そのような法律もなく政府

調達ビジネスなどでは贈賄が横行しているので，

米国企業は著しく不利益をこうむっているという

被害意識があった。

こうした背景を受けて，経済協力開発機構（ＯＥ

ＣＤ）は加盟各国に適用される「贈賄防止条約」

（国際商取引における外国公務員に対する贈賄防止

協定）を97年12月17日パリで調印した。これは外

国の政府，国際機関の行政官や国会議員にワイロ

を贈って商談を有利にする行為を禁止するもので

あり，これに違反した企業や個人に対して刑事罰

を科すことを義務付けるものである。このように，

経営倫理は単に自国内だけでなく，グローバルな

範囲にもおよぶようになっている。

（３）以下の記述は，経済団体連合会企業・社会

グループ「経団連企業行動憲章」（1996年12月）に

もとづいている。

３．倫理基準のグローバルスタンダード

（１）国際会計基準

企業会計のグローバルスタンダードをめざす国

際会計基準への取り組みは，1973年にアメリカ，

ドイツおよび日本など９か国の職業会計士団体に
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いないのである。したがって，政府間の調整がな

されないので，その進捗状況が遅くなりがちであ

り，それを企業にどのように実施させるかという

問題が残されている。

官職にある者。その他公的機能を果たす者

･贈賄に対する罰則

自国の公務員汚職事件での贈賄側に適用する刑

事罰と同程度。贈賄による利益没収または相当額

の罰金

この条約は加盟国の国会で批准されなければな

らないが，わが国でも98年から発効することになっ

た。したがって，もし，わが国の企業がこの新条

約に違反した場合，企業および贈賄した個人は日

本の法律によって懲役３年以下または250万円以

下の嗣金となる。また，個人よりは法人に高額な

罰金が適用されるか，贈賄で得た商取引からの利

益が全額没収されることになる。この新条約の意

図はこうした商取引が発生しているアジアおよび

中南米における発展途上国の政府調達ビジネスで

の米国企業を援護することにある。しかし，この

新条約の対象となっていない民間ビジネスのほう

がわが国では深刻である。これは現在では事実上

野放し状態になっている。巨額に交際費を支出し

ての接待ビジネス，盆暮れの贈答品の交換など，

わが国の文化に深く根ざしているビジネス慣行は

法律によって一朝一夕にはなくすことはできない。

長い間，総会屋をめぐるさまざまな問題が指摘さ

れ，８２年の商法改正で，総会屋を締め出すために

利益供与禁止規定が新設されたにもかかわらず大

手証券会社や電機メーカーなどの事件が発生して

いる。

発展途上国ならいざしらず，世界第２位の経済

大国で，サミットの一員でもある日本がこのよう

な状態では欧米を中心として先端通信機器でいわ

れるようなデファクト・スタンダード（事実上の

世界標準）が経営倫理についても確立されてしま

うのではないだろうか。

（２）国際経営倫理基準

国際経営倫理基準の設定がアメリカ主導でなさ

れているのは，もちろんビジネス倫理の先進国で

あるという事情にもとづいているが，アメリカが

多国籍企業の先進国でもあり，世界でもっとも多

くアメリカ企業が海外でビジネス展開をしている

という背景がある。すなわち，こうしたアメリカ

企業は70年代の防衛産業をめぐる事件を契機に，

20年ほど前から海外でのビジネスでも贈賄を厳し

く取り締まる国内法を制定している。したがって，

アメリカ企業には，それが海外でのビジネスの障

害になっているという不満があった。アメリカを

除く他国には，そのような規定がないからである。

とくに，政府調達ビジネスなどでは，その傾向が

強まっていたのである。

経営倫理基準のグローバルスタンダードを作成

しようとする最初の試みは，1994年にスイスで制

定された「コー原則」－開催地の名前を示す－

である。これは日本，アメリカおよびヨーロッパ

のビジネスリーダーが集まって作成した倫理行動

規範であるが，具体的に実行できるようなもので

はない。

９７年にＯＥＣＤの先進29か国の加盟各国がパリ

で調印した「贈賄防止条約（国際商取引における

外国公務員に対する贈賄防止協定)」は，贈賄し

た個人だけでなく，企業も処罰の対象となり，贈

賄の対象となった取引から得た利益を上回る罰金

を科すというものであり，経営倫理基準のグロー

バルスタンダードが初めて具体的な形で示された

といえよう。ＯＥＣＤの贈賄防止条約の主要なポ

イントはつぎの三つである（日本経済新聞，９７年

10月24日付より)。

。贈賄の犯罪化

商取引の獲得維持のための外国公務員への贈賄

は，その価値，結果，相手国の'慣習・寛容さにか

かわらず犯罪と認定

･贈賄禁止の対象

外国または国際機関の立法，行政または司法の

前述のＯＥＣＤの「贈賄防止条約」は政府調達

ビジネスが対象となっており，企業の一般ビジネ

スの不正取引についてわが国では規定はない。最

近，９６年に発覚した住友商事の銅取引をめぐる巨

額損失事件について，住友商事と米商品先物取引

委員会（CFTC)，米国金融監督庁（FSA）との

間で和解が成立したことが報道された。住友商事

が支払う両者への和解金はそれぞれ１億５千万ド

ル，500万ポンドといわれるので現在のレートに
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すれば合計で200億円以上となる。もちろん，こ

れに訴訟費用などもかかっているので，この金額

は住友商事が稼ぐ年間経常利益の半分以上にもな

る巨額である。このような銅先物取引は米国や英

国市場を舞台にしてなされるので，両国の市場取

引当局に支払われるのは仕方のないことであるが，

日本政府は住友商事に対していかなるペナルティー

も科すことができないのが現状である。

現在，この事件に対して日本国内で起こされて

いるのは，住友商事経営陣を訴えている株主代表

訴訟と，住友商事が当該事件を引き起こした被告

に対する損害賠償訴訟の二つである。したがって，

現在の国内法では日本政府が住友商事に対しては

いかなるペナルティーも科すことはできない。し

かし，この事件が日本経済に与えた影響が小さく

ないのは明白であろう。日本企業の経営実態の不

透明さは，この事件の前に発生した大和銀行ニュー

ヨーク支店の不正取引と相俟って国際ビジネスで

不信感を増幅し，その後の金融不安によるジャパ

ン．プレミアムへとつながったのである。

住友商事はたとえ損害賠償訴訟に勝ったとして

も，被告個人からの損害賠償はほとんど期待でき

ないであろうし，株主代表訴訟もわが国の裁判制

度から考えると，驚くほど長期にわたり,またこ

れまでの判例からも住友商事に与える影響はほと

んどないであろう。したがって，この事件では住

友商事が英米の公機関に対して支払った（われわ

れが考えられないほどの）巨額の和解金だけで

ある。

それでは，もし，米国企業が国内および海外で

こうした不正取引を行った場合はどうであろうか。

わが国と異なり，不正取引が明らかになった場合

には非常に多額の罰金が科されるし，従業員個人

の不正行為であっても企業の責任が問われかねな

い。これはすでに述べたように1991年に設定され

た米国政府の企業を対象とした量刑ガイドライン

(指針）によって可能となった。すなわち，アメ

リカでは企業倫理の管理・維持に対して政府が積

極的に関与しているのである。

現在，企業倫理の管理ではアメリカがもっとも

進んでおり，わが国は20年以上遅れているといわ

れる。アメリカは過去における企業および政府が

引き起こした不祥事を防ぐための施策をめぐらし

て学習効果を得たのに対して，日本では同じよう

な事件が繰り返し発生し，それに対して抜本的な

政策がとられなかったからである。アメリカにお

いて企業倫理に関心がもたれたのは70年代である。

政治情勢をみるとベトナム戦争やウォーターゲー

ト事件が背景にあり，ビジネスの分野では環境破

壊や欠陥製品などの問題が関心を集めており，企

業の社会的責任が求められるようになった。それ

に加えて，国防産業をめぐる不正問題も議論され，

企業倫理の管理はアメリカ政府でも長い間検討さ

れ，すでに述べたように，９１年に量刑ガイドライ

ンとして陽の目を見るに至ったのである。

最近の日本企業の不祥事のひとつである総会屋

への利益供与事件でも，企業の利害関係者に好ま

しくない影響を与えている。従業員には当然にモ

ラールの低下をもたらすであろうし，顧客に対す

るイメージダウンは明らかである。さらに，この

ような企業に対する株主代表訴訟が起こされてい

ることからも明らかなように，株主との関係も悪

化し，株価の下落にもつながるであろう。また，

談合問題が発覚した企業はさらに直接的な被害を

受けることになる。それは官公庁の入札から締め

出されることになるからである。

アメリカの量刑ガイドラインは刑事裁判制度の

改革の一環として作成されたものであり，それま

で個々の裁判官の自由裁量によって量刑が決定さ

れていたのに対して，行政機関が介入しようとす

るものである。

このように，アメリカでは個々の企業の不正行

為に対して政府が積極的に介入しているが，わが

国では前述の住友商事の銅取引をめぐる巨額損失

事件でもわかるように，日本政府は住商に対して

いかなる罰金も科すことができない。しかし，い

わゆるヤミカルテルのような不正取引が発覚した

場合には課徴金納付が命令される(1)。

また，わが国の不正取引のもっとも典型的なも

のである談合もやはり公正取引委員会によって摘

発されると課徴金が科される(2)。したがって，単

に官公庁の競争入札に参加できないだけでなく実

質的な損害も発生するのである。わが国では建設

業界をはじめとして，談合はかなり広く行われて

いることは多くの人が認めているにもかかわらず，

それが摘発され，課徴金納付命令がなされたりケー
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スは非常に少ない。それは裁判において立証する

ことがむずかしいからである。ヤミカルテルや談

合のような不正行為は，競争相手をも含めて裏ビ

ジネスで行われるために表面に出にくいのである。

野村証券の利益供与事件のように内部告発から明

らかになるのはきわめて稀なケースであるが，こ

のような社内の通告がなければ不正取引をなくす

ことは不可能である。

すでに示したように，アメリカではこうした不

正報告制度を整えているかどうかが量刑決定のさ

い考慮される要件となっているが，わが国では社

内オンブズマンのような外部機関のチェックを導

入しようとする企業はまだない。たしかに，従業

員が上司を飛び越して違反行為を報告することは

もっとも効果があることであるが，わが国ではむ

しろ悪のイメージをもつ“密告”ととられるので，

非常に勇気のいることである。したがって，最初

は不十分であっても外部機関のチェックの導入か

ら始めるべきであろう(3)。

企業倫理に関するアンケート調査（４）

このアンケート調査は上場企業1,833社，生保

会社17社の合計1,850社に対してなされ，1,191

社から回答を得ている。回収率が６４％と高いの

は会員会社を対象としているからであろう。ここ

で実施された質問事項のうち本稿との関連でとく

に重要と思われる項目の結果を紹介することにし

よう。

（１）企業の不祥事発生要因（複数回答）

①行き過ぎた業績至上主義73.4％

②経営トップのワンマン・独断専行７１．５

③取締役の善管・忠実義務に関する認識不足

６２．４ 

④取締役会の形骸化５４．９

⑤不祥事防止のための組織的体制がない。

または機能していない４９．５

（２）企業不祥事防止のために有効な方法

①経営トップの姿勢を明示85.8％

②組織，責任と権限，内部牽制制度の見直し

６７．８ 

③監査役・監査役会の監視機能の強化45.5

④取締役会の監視機能の強化４５．１

⑤法令遵守規程の新設・強化４０．３

（３）企業倫理行為綱領制定の有無（｢行為綱

領」とは企業倫理を含む社是・社訓のほか，

経団連の「企業行動懸章」の貴社版を示す，

という説明がアンケート用紙に付されている）

①制定している39.6％

②制定していない６０．４

（４）企業倫理行為綱領の将来制定予定の有無

①現在検討中7.9％

②将来制定したい５１．９

③独禁法など個別の遵守規定が整備ざれ必要

としない３７．７

（５）企業倫理についての経営トップへの進言

の有無

①進言している36.2％

②その必要はない３２．１

③必要と思うがしていない３２．０

（３）わが国企業のビジネス倫理観

わが国の企業は，最近になって経団連の企業行

動憲章の発表に刺激されたのか，会社独自の企業

行動憲章をもつケースが多くなっている。しかし，

それらは米国企業のように具体的なものではなく，

従業員および外部へのスローガン的な内容になっ

ているのがほとんどである。

それでは，日本企業は企業倫理に対して，どの

ような考え，あるいは見方をしているのであろう

か。筆者の知る限り，企業倫理に関する調査は二

つある。ひとつは，（社）日本監査役協会が97年

１月に行った企業倫理に関するアンケート調査で

あり，もうひとつは，（社）経済団体連合会が９８

年１月に行った企業行動に関するアンケート調査

である。前者は日本監査役協会の会員会社が対象

であり，回答者はそれらの監査役となっている。

それに対して後者は大企業を会員とする組織であ

るので，回答内容はその企業トップの考えを示し

ていると考えられる。なぜならば，通常，こうし

たアンケートは総務部に回され，そこで記入され

ることになるが，総務部は企業行動憲章などをま

とめるセクションになっているので，経営トップ

の意向が反映されるのである。

企業の不祥事発生要因の項目では，業紙至上主

義と経営トップの独断専行が上位を占めているが，

これは表裏の関係にある。従業員に過大なノルマ
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を課して尻をたたくのが経営トップの姿勢ならば，

倫理に反するビジネス手法でも行わざるを得なく

なるからである。かつて証券会社は支店や個人に

ノルマを課して全社的に営業競争を展開していた

が，そのためにさまざまな不正取引を含む不祥事

が発生した。また，談合や総会屋への利益供与に

しても，それに関与するセクションは経営トップ

への登竜門であるから，歴代のトップが知らない

はずはない。経営トップが毅然とした態度をとっ

ていれば，こうした不祥事は発生しないのである。

わが国の企業では，取締役会のメンバーは最高

経営責任者（CEO）をトップとする取締役と，

業務を担当する最高執行責任者（COO）から構

成されている。本来ならば，取締役は経営戦略を

立案し，ＣＯＯを監視する役割を果たさなければ

ならないのに，その分担が明確に分離されていな

い。さらに，企業倫理は粉飾決算や債権取引をめ

ぐる巨額損失事件などと関連しているので，米国

企業にならって最高財務責任者（CFO）をおく

ことが望ましい。そして，談合のような企業文化

に深く根ざしている不正取引をなくすためには，

その企業を外部から眺めることができる社外取締

役のような制度も有効となろう。

また，米国企業ではかなり一般的になっている

が，わが国ではなじみがない企業倫理担当役員

(CEO）の導入も急務である。現在では，反論理

的なビジネスが行われていてもそれは監視したり，

防止させたりする社内システムは存在しない。そ

のために，総会屋をめぐる事件が発覚したときは

総務部のトップ，談合では第一線の営業トップが

責任をとらされるなど，とかげの尻尾切りに終っ

ている。しかし，現在の日本の企業文化が存在す

る限り，企業倫理担当役員への就任を進んで望む

者は，誰もいないであろう。いわゆるスケープゴー

トにされる危険をぬぐえないからである。しかし，

社内倫理規定の整備がなされれば，責任の所在も

明確になり，そのようなことはなくなるであろう。

企業の不祥事を防止するための有効な方法とし

ても，やはり経営トップの姿勢をあげている。ま

た，社内組織の整備と内部牽制制度の見直しも最

初の質問項目からうかがい知ることができる。つ

ぎの項目で企業倫理綱領をもっているのはおよそ

40％となっているが，これは米国企業のように具

体的な実施手続きまで示されたものではない。そ

れは経団連の「企業行動憲章」のようなものを示

しているからである。ただ，将来においても企業

倫理綱領を制定する必要ないと回答している会社

が38％もあるというのは，どのように解釈したら

よいのであろうか。その理由として，独禁法など

の個々の規定の整備をあげているが，こうした規

定に違反した場合には公的機関からのみ罰則を受

けることになり，社内での自浄作用は期待できな

い。しかし，社内倫理規定の制定は，外部からよ

りも内部から公正ビジネスを遵守するという目的

を持っている。

企業行動に関するアンケート調査(5)

この調査は1997年11月に経団連全法人会員1,003

社を対象にしてなされたが，そのうちの回答企業

700社の結果を98年１月にまとめたものである。

これは主として総会屋対策の内容をとりあげたも

のであるが，日本企業の倫理観をうかがうことが

できるので，その一端を示すことにしよう。

（１）総会屋等との絶縁等を目的とした社内体

制の整備

①体制を整備済292社４２％

②体制を整備予定９８１４

③検討中１２０１７

④対策の必要なし１９０２７

なお，「対策の必要なし」の内訳をみると，従

来から総会屋等との付合いは皆無あるいは絶縁済

のためとするのが84社（12％)，株式非公開につ

き総会屋等介入の可能性はないためとするのが２７

社（４％)，その他79社（11％）であった(`)。

ここでいう「体制整備」とはつぎようなことを

指している。

・トップダウンによる取組みの推進

・法務対策室，監査部，企業行動（倫理）委員

会などの専門部署等の設置・強化

・企業倫理担当役員の任命

・社内の報告体制の整備

・各種マニュアル・諸規程の整備

・安全対策の強化

・弁護士の活用

・警察との連携強化

（２）総会屋等との付合いの有無に関わる事業

活動の総点検
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①実施済371社５３％

②近く実施７９１１

③検討中８１１２

④実施の必要なし１６８２４

ここで「実施の必要なし」の内訳は，つぎのよ

うになっている。

・従来から総会屋等との付合いは皆無または絶

縁済みのため６８社１０％

・日常的に点検を行っているため

１９３ 

.株式非公開につき，総会屋等介入の可能性は

ないため４２６

.その他３９６

なお，ここでいう総点検の具体的な内容・方法

の例をあげるならば，つぎようになるであろう。

ａ・総点検の対象

イ）雑誌・情報誌の購読・広告出稿等支払先

ロ）各種会費・賛助金等支払先

ハ）取引先

二）交際費など関係しうる各種支払伝票

ｂ、総点検の主体

イ）社長直轄の組織（業務管理委員会，業務

監視委員会等）

ロ）総点検のために編成した組織

・弁護士等外部の専門家を含む特別審理室

・伝票整理・調査のためのプロジェクト

チーム

・その他，社内調査委員会，行動規範検討

委員会

ハ）監査役・監査室，総務部など

ｃ・総点検の方法

イ）アンケート等

・全社宛にアンケート調査を実施

・各部門で疑いのある取引を洗い出し，本

部に集約，関係部署合同でチェック

・各部門による自主点検および報告など

ロ）ヒアリング等

・経営トップが担当者に直接ヒアリング

・関係部門への確認など

。、総点検の判断基準

イ）取引内容

・取引相手が客観的にみて知名度・信用度

に欠けていないか

・取引内容が「付合い」的`性格の強いもの

でないか（社外からの紹介，通常取引よ

り価格・品質で劣る，業務への必要度が

低い等）

ロ）加入団体

・相手組織が反社会的勢力との関係が噂さ

れるものでないか

・活動計画や収支報告等が不明瞭でないか

ｅ・総点検の範囲

イ）全社（本社，支社，工場・事務所等）

ロ）当面，総務，経理部門中心

ハ）関連企業も含めてグループ全体

（３）包括的な企業倫理綱領の策定

①倫理綱領を策定済265社３８％

②策定予定110１６

③経団連や業界団体等の行動憲章等を適用

３４５ 

④検討中１９６２８

⑤策定の予定なし９１１３

なお，ここで「策定の予定なし」の理由は，総

会屋等との付合いがない，社是・就業規則に明文

化されている，株式非公開につき総会屋等の介入

がない，などがあげられている。倫理綱領を策定

済の企業が38％ということはかなりの高比率で

ある。しかし，問題はその内容であり，アメリ力

のようにコンブライアンス体制が整備されている

のはほとんどなく，経営理念を綱領とみなしてい

る企業が大部分である。

コンブライアンス（compliance）とは一般に

｢法令等の遵守」のことであるが，すでに「連邦

量刑ガイドライン」で述べたように，コンブライ

アンス部門の責任者を決め，定期的に経営者に報

告されるような体制を整備していなければならな

い。つまり，企業倫理に対する組織的犯罪行為を

防止するための内部管理システムを確立していな

ければならないのである。

企業倫理の監査が内部システムだけでは不十分

な場合，外部機関に委託し，定期的に報告を受け

るという「内部監査のアウトソーシング」が最近

とりあげられている(7)。これは米国では主流にな

りつつあるが，つぎの二つの理由があると思われ

る。第一はインターナル・オーデイット（内部監

査）を企業内の人間が行うことは限界があるとい
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うことである。これは経営破綻した山一証券の例

からもわかるように，経営トップの違反行為に対

してはストップをかけることはできない。自分の

保身を考えない社員はいないのであるから……。

第二の理由は，組織内の犯罪行為を未然に防止す

るために内部監査システムを整備しようとするな

らば，膨大なコストがかかるからである。したがっ

て，専門能力をもった外部機関に依頼することが

企業にとって効果的になる。

わが国では,.まだ一般企業ではこのような内部

監査のアウトソーシングはなされていないが，こ

れと内容的には同じものとして「金融検査士」の

導入が議論されている。これは金融機関に対する

検査業務を行う国家資格を有する検査士を新たに

創設しようとするものである。たしかに，現行で

も銀行や証券会社は公認会計士や社内監査役によっ

て監査は行われているが，ここ数年の金融機関の

不祥事をみてもわかるように，それらは有効に機

能していない。それゆえに，新たな外部監査人の

必要性が叫ばれてきたのである。

総務庁によると、大蔵省の検査官の数は本省と

地方財務局を合わせて519人であり，米国の20分

の１程度であるという。しかし，検査官の大幅な

増員は行政改革の流れに反するし，公認会計士の

反発も予想されるであろう。そこで，最終的には

正式な国家資格である金融検査士を導入するにし

ても，関連法を整備するまでの過度的な措置とし

て，検査業務を代行できる「金融検査代行制度」

の創設が検討されている（日本経済新聞，1998年

６月６日付)(3)

ドイツやイギリスなどでも金融機関に対する監

査は外部監査人によって行われているし，アメリ

カでは銀行が特定の法令を遵守しているか，ある

いは内部統制システムは機能しているかなどの報

告を外部監査人に義務付けている。しかし，日米

のもっとも大きな違いは公認会計士による監査体

制にあるので，その問題を避けるべきではないと

思うが……。

れら６社は営業担当部長などの会合で基準価格の

引き上げを一斉に行うことを決定したもので，独

禁法３条（不当な取引制限の禁止）に違反してい

るとして96年に排除勧告を受けていた。

（２）談合問題で敗訴し，課徴金を科された例とし

ては，社会保険庁向け目隠しシール入札談合で大

手印刷会社が摘発されたケース，下水道整備機器

入札で談合した重電メーカーの例がある。

（３）野村証券は内部告発によっていわゆる利益供

与事件が明らかになったという事実をうけて，９７

年10月に上司を飛び越して社内不正行為を通告で

きる制度をスタートさせている。

（４）Ｃｆ．「監査役」（社）日本監査役協会，1997年４

月号。

（５）Ｃｆ．「企業行動に関するアンケート～企業にお

ける総会屋等への対応策の推進状況」調査結果に

ついて．経団連社会本部，1998年１月。

（６）ちなみに，「その他」の内訳は，現行の体制が

有効に機能しており，問題も生じていない，事案

毎に専門プロジェクトを組んで対応しているなど

である。

（７）たとえば，総会屋への利益供与事件で元社長

など経営トップ陣が逮捕された野村証券では再発

防止のために「外部の法律顧問に，不適切な社内

の決定や取引をチェックさせ，直接トップに報告

させるようにした。違法行為を知った社員が法律

顧問に訴えることのできる“密告奨励制度，'であ

る」（日本経済新聞，９７年10月14日付）

（８）この制度では金融監督庁長官が民間の専門家

を金融検査代理人に指名して検査業務を委託する

システムになっている。そして，その代理人は大

蔵省や日銀で10年以上検査業務に携わった人など

も想定されている。これは新たな許認可問題をめ

ぐる疑惑を生むのではないだろうか。

４．日本企業の「企業行動憲章」

本稿を執筆するにさいして，わが国を代表する

企業数社に対して「企業行動憲章」あるいはそれ

に類するものがあったら送付してほしい旨の依頼

をした。５社から資料の送付を受けたが，そのほ

とんどは経営理念などを述べたものであり，企業

倫理の遵守を前面に出してその具体的な実施ルー

（１）道路用のガードレール・ガードケープルの製

造販売会社がヤミカルテルを結び販売価格を引き

上げていた事件で，公正取引委員会は97年に東京

製鋼など６社に総額48億円の課徴金を科した。こ
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ルを示しているものは皆無であった。つまり，前

稿で掲げたモトローラのように企業行動憲章はもっ

ていないのである。

しかし，経団連の「企業行動憲章」をモデルと

して，最近改定したものを作成している企業は本

稿でも示したように多くなっている。そこで，こ

こではわが国の企業のなかでは比較的進んでいる

と思われる３社の例を示すことにしよう。そして，

巻末に付録として世界でいまもっとも企業倫理に

熱心であるとされているIBM－ここでは日本

ＩＢＭ－の「ビジネス・コンダクト・ライン」

を掲げることにしよう。

力とチームワークの強みを最大限に高める

企業風土をつくる

６．グローバルで革新的な経営により，社会と

の調和ある成長をめざす

７．開かれた取引関係を基本に，互いに研究と

創造に努め，長期安定的な成長と共存共栄

を実現する

トヨタは売上高や経常利益のいずれをとっても，

わが国ではトップの製造業であり，厳しい自動車

産業にあって来世紀も生き残るであろうとされて

いる企業である。そして，トヨタはアメリカにも

生産拠点をもっているのであるから，すでに述べ

た「量刑ガイドライン」に相応した倫理コンダク

ト・ガイドラインは作成されているはずである。

その日本版がまだ公表されていないのは残念であ

るがそれはトヨタだけが抜きん出てはいけないと

いう日本企業独特の“横並び意識”によるもので

あろうか。

（１）トヨタの「基本理念」

トヨタ自動車（株）は1992年１月に「基本理念」

を策定したが，「その精神は，トヨタが人・社会・

環境を何よりも大切に考える国際企業として真に

信頼される良き企業市民でありたい」という点に

ある。そして，経団連の「企業行動憲章」が96年

12月に改定されたことを踏まえて，９７年４月に５

年振りに改定された。この改定ではつぎの４点が

強調されている。

・国内外の法およびその精神を遵守すること

・国際化の進展に伴い現地の文化や`慣習を尊重

すること

・あらゆる企業活動において安全・環境対応に

積極的に取り組むこと

・社会との調和ある成長をめざすこと

さて，こうした四つの基本姿勢を明確にした

｢基本理念」はつぎのようになっている(1)。

１．内外の法およびその精神を遵守し，オープ

ンでフェアな企業活動を通じて，国際社会

から信頼される企業市民をめざす

２．各国，各地域の文化・慣習を尊重し，地域

に根ざした企業活動を通じて，経済・社会

の発展に貢献する

３．クリーンで安全な商品の提供を使命とし，

あらゆる企業活動を通じて，住みよい地球

と豊かな社会づくりに取り組む

４．様々な分野での最先端技術の研究と開発に

努め，世界中のお客様のご要望にお応えす

る魅力あふれる商品・サービスを提供する

５．労使相互信頼・責任を基本に，個人の創造

（２）伊藤忠「国際総合企業の理念」

伊藤忠では総合商社としては比較的早く89年頃

からＣＩ（Corporateldentity）開発に取り組む，

国際総合企業にふさわしい理念を模索してきた。

そして，９１年から組織・制度面での具体的な実行

に移り，「ＮｅｗＣＩプロジェクト」をスタートさ

せ，（１）新企業理念，（２）社名，ブランド，

（３）コーポレートシンポルなどのビジュアルア

イデンティティ，などについて検討が加えられ，

91年末に「国際総合企業の理念」が発表された(2)。

これは〔ThelTOCHUCredo〕と〔ThelTO

CHUWay〕の二つから成っており，前者は会社

の理念・信条を示しており，後者はそれを具体的

に実現するための姿勢を表している。

〔ThelTOCHUCredo〕は三つのBenefitから

成っている。ここでいうBenefitとは経済的価値

を示すProfitに代わるもので，社会的貢献や人

間的充実感を同時に満たす利益概念である。伊藤

忠は豊かさを担う責任（ITOCHUcommittedto

theglobalgood）を果たすために，つぎの三つ

のBenefitをあげている。

（１）EconomicBenefits-企業の成長と安

定を支える支点
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行動憲章に沿ったものとなっているが，それはＮ

ＥＣの小野敏夫取締役が経団連の企業行動憲章部

会の会長を務められ，そこでの討議でリーダーシッ

プをとられたからである。

ＮＥＣではこれまでも社内にＣｓ推進委員会や社

会貢献推進委員会，エコ・マネジメント委員会な

どを通じてステイクホルダーの方々との関係づく

りをしてきたが，この憲章を作成するに当たり企

業行動委員会を設置した。この委員会は法務担当

の役員が委員長となり，関連する役員によって構

成されている。なお，この委員会は経団連の新憲

章が発表された後，各加盟企業に対して行動規範

の見直しを要請されたのを受けて設置されている。

「NEC企業行動憲章」はつぎの８項目から成っ

ており，これを名刺二枚大のカードに印刷して社

員１人ひとりに配布し，必携させることによって

周知徹底をはかっている(3)。

（２）SocialBenefits-企業市民としての

社会的認知

（３）IndividualBenefits-調和のとれた

一個人の内なる活力

このような理念を具体的に実現する三つの行動

指針である〔ThelTOCHUWay〕はまことに単

純であり，つぎのように示されている。

Yes,ｗｅcan．顧客と共に，前へ。

Fightfair．フェアに，挑む。

Openminded．いい風を心に，会社に。

これら三つの行動指針に対して，つぎのような

説明が付されているので示しておくことにしよう。

｢Yes……そこから始まるビジネスは，プラスヘ

プラスへと志向する。たとえ困難に際しても，前

向きに事態を受けとめ，熟考し，つねにプラス方

向への展開を期する。その先に拡がる新しい地平

に，顧客と分かち合う実りがある」ここでは顧客

との共存共栄を目指して，新たな価値創造へと進

むことが調われている。

「Fight……私たちは，互いに節度を持って，

この地球に共存している。社会的利益と企業利益

の調和をはかり，ビジネス推進にあたってはフェ

アな精神で臨むこと。そのうえで，積極果敗にチャ

レンジし，２１世紀の先駆けたれ」これは国際的総

合商社は常に挑戦し，先んじなければならないが，

フェアなどビジネスに徹しなければならないこと

を宣言している。

「Open……活力あふれる組織，自由闘達な社

風。これが日々の私たちを包む大気だ。この風を

心と体に受けとめ，柔軟な判断力，豊かな美意識，

そして潤いのある人間関係へとさらに発展させ

よう」

伊藤忠の「国際総合企業の理念」はこのように

理念（Credo）と行動指数(Way）の二つから成っ

ているが，もともとＣIの確立をめざしてスター

トしているので企業行動憲章とはいいにくく「社

是」あるいは「社訓」と同列のものである。

1．公正・透明・自由な競争の撤底

･独占禁止法やＰＬ法などの関係法規を遵守し，

公正な商取引を励行する

．市民社会の秩序や安全に脅威を与える勢力，

団体には断固たる行動をとる

.政治，行政との健全かつ正常な関係を保つ

・自社の機密,情報を漏洩しないよう注意すると

ともに，他社の情報には不正にアクセスし

ない

2．カスタマー・フォーカスの徹底

･常に市場の変化を意識しながら，市場・顧客

と接し，市場への感度をあげる

･ベンチマーキングによって，世界のベスト・

プラクティスを追求し，常に世界第一級の製

品，サービスの提供をめざす

.事業運営の各局面を雇用志向で見直し，顧客

価値増大に向け事業体質強化をめざす

3．地球環境を意識した，良き企業市民として

の積極的な活動

．広く社会とのコミュニケーションを行い，企

業情報を積極的かつ公正に発信する

.社会的に有用な商品，サービスを安全性に充

分配噸して開発・提供する

・環境問題への取り組みは企業活動にとって必

須と認識し，ＮＥＣ環境憲章を遵守する

（３）「ＮＥＣ企業行動憲章」

ＮＥＣは経営の基本的考え方を示した「企業理

念」と「経営指針」を1990年に発表しているが，

企業環境の変化にともなって97年３月に「ＮＥＣ

企業行動憲章」を制定した。これは経団連の企業
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・積極的に社会貢献活動を推進する

４．社員のポテンシャル発揮とセルフ・マネジ

メントの実践

・グローバルな競争の場で通用するレベルを目

標として，スキル向上に努める。

．－人ひとりの潜在能力を発揮するため，最大

限の努力を行う

・課題を自分のものとしてとらえ，その解決に

向け主体的に行動する

５．間断なマネジメント革新によるホロニック・

マネジメントの実践

．「前例がない」や「聞いてない」は禁句とし，

チャレンジ精神をもってまずやってみる

・多様性を容認し，異質を取り組むよう心が

ける

・不断の業務改革を実践し，ＮＥＣグループの

発展に貢献する

・自己責任による自立と市場原理の一層の浸透

を推進する

６．グローバル・カンパニーとしての発展

・全ての事業を考える時に，必ずグローバルな

視点で検討する

・国際標準の考え方，ルール（ISO，国際会計

基準など）を積極的に取り入れると共に，グ

ローバルなルールづくりに貢献する

．各国の文化・慣習を尊重し，現地の発展に貢

献する

７．テクノロジー・イノベーションの推進

･創造的な技術開発を心がけ，積極的に新事業

領域の開拓を行う

・コア・テクノロジーの強化をはかり，世界に

通用する基本特許を確保する

・デファクト・スタンダード化を常に念頭に置

き，他との連携も行いながら技術開発を推進

する

８．周知徹底と率先垂範

．まず自ら実行する

・憲章の考え方を大きく逸脱する行動をとり，

社会的問題を起こした場合，以後，同種の事

態が発生しないために，事実確認・再発防止

に最大限，努力・協力する．さまざまな場を

通じて，本憲章のねらいや内容の周知撤底を

はかる

以上からもわかるように，「NEC企業行動憲章」

は，すでに示した経団連の「企業行動憲章の10原

則」におどろくほど類似していることがわかるだ

ろう。

ここでは，日本企業の「経営理念」あるいは

｢企業行動憲章」の例を三つ掲げたが，いずれも

すでに述べた米政府の量刑ガイドラインで示され

ている基準には遠く及ばない。この３社だけでな

く，他の企業も経団連のモデルにしたがっている

ので同じようなレベルであると推定できる(ｲ)。

これら３社のものには不正防止のための基準や

手続きも示されていないし，統括責任者も明示さ

れていない。まして，従業員が不正を報告できる

制度も，違反者に対する懲戒制度もない。つまり，

企業倫理を管理するうえで必要なシステムは何も

整備されていないのである。したがって，現在の

ところ日本企業が企業行動憲章をもっているといっ

ても，米国企業のような倫理規定とはかなりこと

なっており，伝統的な「社是」の域を超えてい

ない。

（１）「ＮｅｗｓｆｒｏｍＴＯＹＯＴＡ」トヨタ自動車，広

報部，1997年４月１日。

（２）以下の記述は，伊藤忠商事株式会社，業務部

ＮｅｗＣＩ事務局発行｢CreatingaGEOCENTRIC

Network」（1993年）にもとづいている。

（３）以下の記述は，ＮＥＣ広報部発行「ＮＥＣ企業

行動憲章」にもとづいている。

（４）これら３社は「わが国では比較的に進んでい

る」と経団連が推称した企業である。

おわトノに

企業倫理に関する研究は主として経営学の領域

で行われており，会計の領域ではあまり議論され

ることはなかった。しかし，アメリカの会計ジャー

ナルーとくに実務的色彩の強いもの－では，

かなり事前から広くとりあげられていた。また，

アメリカのビジネススクールでは，この企業倫理

に関するカリキュラムは花形科目となっている。

わが国では，この数年さまざまな企業の不祥事

が発生し，現在のもっとも重要な懸案である不良

債権の問題も，経営者の逮捕にまで発展している。
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このような時期に会計との関連で企業倫理の問題

をとりあげることは意義のあることと考えたが，

いくつかの問題が残されている。

ひとつは企業倫理と会計の問題は密接に関連し

ているので，区分することがむずかしいことであ

る。しかし，会計研究の立場からもっと突っ込ん

だ主張が必要であろう。もうひとつは企業倫理教

育の面である。わが国ではほとんどなされていな

いので，アメリカの教育カリキュラムの検討と，

わが国における実践上の問題である。しかし，わ

が国とアメリカではあまりにも教育現場の事情が

異なることと，最新の資料が入手困難であるため

に今回は断念した。

これらの点について別稿になるが，あまり遠く

ない時期に発表できると思う。なお，本稿は1997

年法政大学特別研究助成金によるものである。

のです。社員が，営業のほか，特殊な分野，例えば，

政府調達や諸規制（環境，輸出、租税，関税など）に

関連する分野で働いている場合は，その分野特有のガ

イドラインにも従わなければなりません。

私たちの業界は，引き続き大きな変化にみまわれて

います。全体的にみて，これらの変化により，ＩＢＭの

事業活動のしかたは複雑になってきています。当社の

事業慣行を常に見直し，その適否を明らかにすること

が必要です。このため，このガイドラインの内容は，

基本方針を維持しながらも，状況に応じて改訂してい

きます。

このガイドラインは，以下の項目にわけて，私たち

が社員としてIBMに対して負うべき責任について述べ

ています。

〈資料＞

前稿でモトローラの倫理規定を掲げたが，今回はＩＢ

Ｍの「ビジネス・コンダクト・ガイドライン」を掲げ

ることにする。その理由は，米国企業の倫理規定のな

かでもIBMのそれはもっとすぐれているとの評価を得

ているからである。しかし，すべてを褐戦することは

紙幅の関係からむずかしいので，そのなかのエッセン

スだけを示すことにするが，日本企業との連いは明ら

かになるであろうｃ

一ひとりひとりの行動とＩＢＭ資産の保護

一他社とIBMのビジネスを行う際の義務

一社員の私的な時間に生ずるIBMとの利益の衝突そ

の他の問題

私たちの業界は急速に変化しているために，常に倫

理上，法律上の新しい問題が生じています。したがっ

て，どのようなガイドラインであれ，あらゆる事態に

適用する絶対的かつ決定的なものとみなすべきではあ

りません。このガイドラインの解釈もしくは適用につ

いて．またはIBM，各事業部，子会社もしくは特定の

部門が発行する規定・手続きについて何か疑問があれ

ば，所属長または法務・知的所有権担当に相談するこ

とです。このガイドラインに違反した場合は，解雇そ

の他の懲戒処分を受けることがあります。

－ＩＢＭビジネス・コンダクト・ガイドラインー

はじめに

ＩＢＭでは，会長と上級役員は，企業倫理基準を定め，

全IBM社員に遵守させる責任を負っています。そして，

社員一人一人は，定められた企業倫理基準を遵守する

責任を負っています。 あなたとＩＢＭでのあなたの仕事

・コミュニケーション・チャネル

・ひとりひとりの行動

･職場環境

（以上は省略）

･社員のプライバシー

ＩＢＭおよびＩＢＭが承認した企業・個人は，医

療上，福利更生上の情報など社員個人の雇用に関

する傭報を集祇し，保管しています。このような

憶報にアクセスできるのは，マネジメトが承認し

私たちがIBM社員としてしばしば直面する倫理上お

よび法律上の問題には，さまざまなものがあります。

これらの問題は，ＩＢＭの基本的な価値観と理念に従っ

て解決しなければなりません。社員はすべて，法律を

守り，倫理に則って行動することを求められています。

｢ビジネス・コンダクト・ガイドライン」は，ＩＢＭと

その子会社の社員が，さまざまな法律上および倫理上

の問題を解決していくための一般的な指針を定めたも

Hosei University Repository



5６ 

た人に限られます。個人に関する情報は，その社

員が承諾しない限り，社外に開示しないことを原

則としています。例外としては，雇用証明のため

とか，ＩＢＭのある事業部門の取得を検討している

企業などから正当な要求があったとき，あるいは

調査，ビジネス，法律上の妥当な理由がある場合，

IBMやIBMが承認した企業・個人が，個人に関

する情報を開示することがあります。個人に関す

る情報にアクセスする社員は，そのような情報を

開示する場合は，決してIBMのポリシーおよびプ

ラクテイスに違反することのないよう注意しなけ

ればなりません。

て，あるいは法務・知的所有権担当，営業管理担

当その他所定のチャンネルを通して行うことがで

きます。

このような違反の報告をした社員に対する報復

は，断じて許しません。状況に応じ，事業上また

は法律上の必要がある場合を除き，社員の名前は，

秘密にします。

･市場における競争

ＩＢＭは，積極的に市場競争に参加します｡状況

により価格やサービスの条件を変える必要が生じ

たとき，あなたは，変更につき，適切なレベルの

マネジメントから特別に承認を得なければなりま

せん。事前に承認を得ない限り，どのようなお客

様に対しても，サービスや契約の条件を変更して

はいけません。

あなたが，私的な物，メッセージまたは情報と

考えるものは，ＩＢＭの職場のどこであれ，電話シ

ステムやオフィス・シテスム，机，瞥類棚，ロッ

カー，部屋等に入れたり，保管してはいけません。

このようなシステム，機器，什器備品その他IBM

の設備には，必要に応じIBMマネジメントはアク

セスすることができます。また，社員や資産を保

護するため，プリーフケース，バッグといった社

員個人の所持品であっても，ＩＢＭの施設内に極い

ているとき，あるいはIBMの施設から持ち出すと

き，その中身の検迩を求める場合があります。社

員は，要求があれば，協力してください。一方，

社員は，マネジメントから事前に承誕を得なけれ

ば，電子ファイルも含め，他の社員の仕事場に備

え付けの機器，システム等にアクセスすべきでは

ありません。

社員が，販売やサービス活動に携わるときは，

積極的かつ効果的に競争することをIBMは求めま

すが，同時に，倫理と法律に従って競争すること

も求めています。

競争会社について虚偽の表現または誤解を招く表

現を避けること

ＩＢＭは，製品やサービスは，それ自身の長所に

より販売し，提供することをポリシーとしていま

す。競争会社やその製品・サービスについて，虚

偽のことや誤解を招くことを口にしたり，当てこ

すりをすることは，正しくありません。そんなこ

とをすれば，お客様からは軽蔑され，競争会社か

らは苦情を受けるだけです。

･IBM資産の保護

･情報の記録と報告

（以上は省略）

競争会社やその製品・サービスと比較をする場

合は，事実により裏付けられていること，また，

比較した時点において，完全で，正確で，しかも

誤解を招くものでないことを確認してください。

国によっては，比較広告を禁止しています。この

問題については，法務・知的所有権担当に相談し

てください。

IBMのビジネスを行うにあたって

･誤解されるような言語を避けること

・職買取引先との関係

（以上は省略）

・官公庁の調達に関する法令述反の報告

官公庁の調達に関する法令違反があった場合は，

ただちにIBMに報告すべきです。報告は，所属長

経由でも，「スピーク・アップ！プログラム」また

は「オープン・ドア・ポリシー」の制度を利用し

競争会社の受注と競合する販声遥馳

競争会社が，すでに確定注文（法律上履行を強
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制できる契約）を，その製品やサービスについて

お客様から得ている場合，競争会社の製品が導入

されるまで，あるいはサービスが提供されるまで，

または確定注文が取り消しにならない限り，競合

するIBM製品やサービスの販売活動をしないこと

をIBMのプラクティスとしています。

ません。ただし，ＩＢＭが特に禁じない限り，運輸

会社，ホテル，レンタカー会社，レストランなど

の提供する販売促進のためのプレミアムや割引で，

個人会員向けの贈物や一般に旅行者に提供されて

いるものは，受け取っても差し支えありません。

また，宣伝用品のように，安価な贈物で，お客様

や購買取引先から，ＩＢＭと同様の関係にある他の

企業にも，‘憤例として提供されているものを受け

取ることも差し支えありません。具体的な場合に

疑問が生じたときは，所属長に相談してください。

「確定注文」とは何でしょうか。レター・オブ・

インテント，無料試用，条件付き合意その他これ

に類する取り決めは，通常確定注文とは見なされ

ません。無条件で成立している契約は，確定注文

です。一般的にいって，確定注文がない場合は，

そのお客様に販売活動を行うことができます。し

かし，この問題は，複雑であるため，確定注文が

実際にあるのかないのか，その見極めが難しいこ

とがよくあります。状況がはっきりしないときは，

法務・知的所有権担当に相談してください。

贈物を提供された場合，その蝋物が高価なもの

であったり，普通の関係では贈られないものであ

る場合，あるいは金銭の場合は，家に届けられた

ものであれ，職場に届けられたものであれ，すぐ

所属長に報告してください。所属長は，受け取っ

た物を，返却または処分するなど，適宜な処置を

とります。そして，贈物をした購買取引先やお客

様に対しては，ＩＢＭの贈物に関するポリシーをあ

らためて説明します。

･他の企業との取引関係

（省略）

･他社に関する情報の収集と利用

･他社の所有する情報

･商標の使用

（以上は省略）

･賄賂，贈物および接待

企業が提供する贈物は，千差万別です。通常社

員が贈ることも，受け取ることも許されている安

価な宣伝用品から，議論の余地なく許されない賄

賂まで，その種類はさまざまです。

紹介料

ＩＢＭの承認を得れば，社員は，ＩＢＭが認定した

再販業者や協力会社，あるいは独立系ソフトウェ

ア会社，金融機関のような他社を，お客様に紹介

することができます。ただし，ＩＢＭ社員は，その

ような場合，ＩＢＭ以外から，謝礼，手数料その他

の報酬を一切受けてはいけません。

贈物をする場合

社員は，相手方とＩＢＭとの取引関係に影響する

場合，あるいは影響すると見られるおそれのある

場合，購買取引先，お客様その他の会社の役員，

職員，社員に，金銭や贈物を贈ってはいけません。

ただし，ＩＢＭ宣伝用品のような安価な贈物は，法

律あるいはお客様の内規により禁じられていない

限り，贈っても差し支えありません。

贈物には，物品ばかりでなく，サービスとか，

プレミアム，割引などもあります。

贈物の贈答やビジネス上の接待に関するＩＢＭの

ガイドラインを以下に述べます。例外は，上級マ

ネジメントの承認が必要です。ただし，法律や相

手方の内規により禁じられているものは，例外と

してもみとめられません。

贈物を受ける場合

社員も，その家族も，購買取引先やお客様とＩＢ

Ｍとの取引関係に影響する場合，あるいは影響す

ると見られる恐れのある場合は，購買取引先やお

客様に金銭や贈物を求めたり．受け取ってはいけ

官公庁等の職員との関係

民間企業の間では一般的に認められている慣行，

例えば，教育，送迎，接待その他価値のあるもの

の提供などは，官公庁の職員や官公庁の代理人と

して行動する人達との取引関係においては全く認
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められません。しかも，国または地方の法令に違

反する場合すらあります。社員は，官公庁と調達

先との取引に関連する法規を良く承知し，遵守し

なければなりません。

さらに，官公庁の元職員が，官公庁の調達に担

当官として自ら相当程度関与していた場合は，担

当官の雇用に法的規制が課されていることがあり

ます。そのような人を扇用しようとする場合は，

事前にIBMマネジメントおよび法務・知的所有権

担当に相談してください。官公庁の役職員に贈物をすることが，ＩＢＭとの

取引に関連があると解釈されるような場合は，金

品を贈ってはいけません。そのような行為は，多

くの国で，法律により禁じられています。例えば，

米国の法律では，金銭あるいは価値のあるものを

外国政府の役職員に贈って，自社や関係会社との

取引を援助してもらう行為は，直接会社が行った

場合であれ，仲介者を通して間接的に行ったjMlI合

であれ，犯罪とみなしています。また，米国法で

は，「キックバヅク｣，すなわち官公庁契約を目的

に金銭その他贈物をすることを禁止しています。

社員はもとより，ＩＢＭの代理人として行動する

社外の人も，ＩＢＭの社員や代理人がIBMのガイ

ドラインに違反した場合，あるいはそのおそれが

ある場合は，ただちに所定のチャンネルを通して

報告しなければなりません。

これらの一般的ガイドラインに加えて，社員は，

職務が，営業，開発，製造，購買，その他のいず

れであっても，自部門や他のIBM事業部門が定め

るガイドラインも理解し，遵守しなければなりま

せん。国によっては特別の場合に，お客様その他の人

に贈物をする慣習があります。そのような場合は，

事前に会社の承認を得れば，贈物をしても差し支

えありません。贈物といっても，法にふれないも

ので，その場にふさわしく，しかも高価でないも

のです。ただし，特別な取扱いを求めていると第

三者から解釈されない場合に限ります。

．法の遵守

ＩＢＭは，その事業活動に適用される法律と規則

はすべて遵守することをポリシーとしています。Ｉ

ＢＭのビジネスを行ううえで，さまざまな法律上

の問題に出会うことがあります。次に述べる法律

を含め，法律や規則について不明な点があれば，

法務・知的所有権担当に問い合わせてください。一般的な指針としては，官公庁の調達に関係し

ている間は，社員も，また調達で競合している他

社も，官公庁の調達担当官の決定に不当な影響を

及ぼそうとしたり，担当官から部外秘の情報を得

ようとすべきではありません。官公庁の代理人と

して行動する人についても，同じことがいえます。

官公庁の調達に関係している間は特に，直接にま

たは間接に次のような行為をしてはいけません。

競争

ＩＢＭが事業活動を行っているほとんどの先進工

業国には，競争に関する法律があります。競争法

は，反トラスト法とか，独占禁止法，不正髄争防

止法，反カルテル法と呼ばれていますが，市場の

競争機能が阻害されることを防止することを目的

としています。この法律の目的は，主として経済

的なものですが,その効果は，消費者の利益にと

どまらず，しばしば個人の自由を含め，その他の

社会的価値を保護することにまで及んでいます。

－調達担当官が個人的な利益を得られる仕事や

ビジネスの機会について話をしたり，そのよ

うな申出をすること

－調達に関連して金品などの心付けを提供した

り，提供を申出ること

これらの法律によれば，他社とは，他社の特約

店や再販業者も含め，たとえ非公式なものであっ

ても，価格協定，顧客割当協定，販売地域分割協

定などのように競争制度の機能を不当に害するよ

うに合意をすることはできません。

-専有情報や調達先選定に関する悩報の提供を

依頼したり，そのような傭報を受け取ること
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他社と協定を結ばなくとも，競争法違反になる

場合があります。例えば，業界を不法に独占した

り，あるいは独占を試みたり，優越的地位を違法

に乱用したりする場合です。

の政府と関係する組織が．入札参加依頼，調達契

約，信用状において，または取引に関連して口頭

で，あるいはその他さまざまな手段でボイコット

への協力を要請することがあります。あなたが，

ボイコットの話を聞いたとき，ボイコット支援の

要請を受けたとき，またはボイコットに関する情

報の提供依頼を受けたときは，所属長または法務・

知的所有権担当に連絡しなければなりません。

ＩＢＭは，世界中すべての国において，競争法を

完全に遵守することをポリシーとしています。「ビ

ジネス・コンダクト・ガイドライン」を守り，競

争法に関する法的問題に関心を持ち，問題があれ

ば法務・知的所有権担当に相談することにより，

競争法の遵守が徹底されるよう，あなたの協力を

お願いします。

輸入

ＩＢＭは，各国で主要な輸入者でもあるため，輸

入に関する法規やその他の要請事項に従わなけれ

ばなりません。輸入業務に関係している場合，－

例えば，日本で開発し，海外で生産した製品を輸

入する場合とか，工具や部品を海外の製造者に支

給し，完成品を輸入する場合には－－そのような

活動を，税関に正しく申告することを義務付けて

いる法規のあることを知っていなければなりませ

ん。遮反すると，罰金，拘留，禁固，懲役あるい

は輸入に関する特権取梢の処分を受けるおそれが

あります。輸入に関して質問があれば，物量担当

または輸出法管理担当に問い合わせてください。

輸出

ＩＢＭは，「先端技術」産業界で事業活動を行っ

ています。そのため，製品とか技術資料（製品の

設計，製造，使用に関する技術資料）の形をとっ

たIBMテクノロジーは，日本，米国その他の国の

輸出管理法規の規制を受けています。ＩＢＭが製品

や技術資料を輸出する場合は，日本政府，米国政

府その他関係国の許可を得なければなりません。

輸出関連法規は，あらゆる国際取引に適用され

ます。ＩＢＭ関連会社間の取引であれ，また購買取

引先，ＯＥＭ取引先あるいは提携会社との間の取引

であれ，ＩＢＭが当事者の一人として，製品，技術

資料，ソフトウェアを輸出し，または技術支援そ

の他類似の援助を提供する場合は，輸出関連法規

の適用を受けます。

環境

ＩＢＭは，環境保護に関し，あらゆる国において

先進的地位を保つ決意を表明しております。環境

に関する法律はすべて遵守することはもとより，

万一環境に関する法律が制定されていない場合，

あるいは法律が制定されていても，環境保護に不

十分である場合は，自ら厳しい基準を設け，これ

に従うことにしています。社員一人一人は，環境

に閲する法律とIBMポリシーを遵守しなければな

りません。

ＩＢＭテクノロジーを許可なしに輸出することは

もとより，無許可輸出を助長することも法律に違

反します。輸出に関連する質問がある場合は，所

属長，輸出法管理担当または物量担当に問い合わ

せてください。

環境に影響を及ぼす一連の処理に関する場合，

例えば，外界への廃棄物や放出物に関する測定，

記録，報告をする場合，あるいは有害廃棄物の処

理をする場合は，必ず環境に関する規則や許可の

条件に従わなければなりません。さらにIBMの基

準を守り，かつ報告書は，必ず正確で完全なもの

にしなければなりません。

ボイコットの禁止

ＩＢＭは，米国友好関係にある国に対するボイコッ

トに応ずることも，ボイコットを支援することも

米国法により禁じられています。さらに，ＩＢＭは，

ボイコットを支援するよう要舗された場合，ある

いはボイコットに関する情報を提供するよう求め

られた場合は，ただちに米国政府に報告する義務

を負っています。米国以外の国またはそれらの国 社員の一人一人が，環境保護のために果たすべ
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き役割を負っています-゜

は，どんなものであれ，

れる行為もｂ気づき次負

告するか，法務ｃ知的iｉ

さい。

っています。環境に関する法律の述反

ものであれ，また，違反を隠すと兇ら

ｂ気づき次第，その事態を所属長に報

法務、知的所有権担当に報告して<だ

私的な活動とIBM社員としての立場

･利益の衝突

･内部情報の利用とインサイダー取引

､公共活動

･政治活動への参加

回近親者が同業他社で働いている場合

(以上は省略）
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